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全
産
業
の
中
で
も
高
い
利
益
を
誇
っ
て

い
た
建
設
業
だ
が
、
社
会
・
経
済
環
境
の

変
化
を
受
け
て
厳
し
い
現
実
が
迫
っ
て
き

た
。
建
設
投
資
は
ピ
ー
ク
時
の
６
割
と
い

わ
れ
淘
汰
・
再
編
は
避
け
ら
れ
な
い
。 

　
国
土
交
通
省
で
は
、
こ
の
よ
う
な
現
状

を
踏
ま
え
、
建
設
業
の
生
産
高
度
化
・
合

理
化
を
目
的
に
、
Ｉ
Ｔ
の
有
効
活
用
を
促

進
し
て
お
り
、
電
子
商
取
引
の
標
準
規
格

を
活
用
し
た
実
証
実
験
、
ま
た
有
識
者
に

よ
る
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た
合
理
化
の
方
向
性

に
つ
い
て
の
検
討
な
ど
を
推
進
し
て
き

た
。 

　
こ
の
取
り
組
み
の
成
果
を
紹
介
し
、
中

小
・
中
堅
建
設
業
者
の
経
営
革
新
を
促
進

す
べ
く
、
２
０
０
４
年
11
月
か
ら
12
月
に

か
け
て
、
全
国
５
箇
所
で
「
建
設
業
Ｉ
Ｔ

説
明
会
」
を
開
催
し
た
。
総
参
加
人
数
は

６
０
０
名
近
く
に
上
っ
た
。 

　
説
明
会
で
は
、
こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

や
実
証
実
験
結
果
の
具
体
的
な
報
告
・
提

言
に
加
え
、
経
済
産
業
省
か
ら
も
Ｉ
Ｔ
活

用
支
援
策
に
関
す
る
説
明
が
な
さ
れ
た
。 

　
こ
こ
で
は
、２
０
０
４
年
11
月
26
日
に
愛

知
県
産
業
貿
易
館
で
開
催
さ
れ
た
名
古
屋

会
場
の
様
子
を
紹
介
す
る
。 

　
 

　
 

　
 

　
名
古
屋
会
場
で
は
、
１
１
３
名
が
参
加
、

３
時
間
に
わ
た
る
説
明
に
熱
心
に
聞
き
入

っ
た
。 

　
開
会
に
あ
た
り
、
国
土
交
通
省
・
総
合

政
策
局
建
設
業
課
構
造
改
善
係
長
の
山
内

洋
志
氏
が
挨
拶
し
、「
建
設
投
資
の
減
少

も
あ
り
、
淘
汰
の
時
代
が
き
て
い
る
。
中

小
・
中
堅
建
設
業
者
も
経
営
革
新
が
不
可

欠
。
国
土
交
通
省
で
は
、
不
良
・
不
適
格

業
者
の
排
除
を
徹
底
す
る
と
と
も
に
経
営

の
合
理
化
や
技
術
力
の
向
上
を
促
進
し
て

い
き
た
い
」
と
施
策
の
方
向
性
を
示
し
た
。

中
小
・
中
堅
建
設
業
の
Ｉ
Ｔ
化
は
大
手

建
設
業
に
比
べ
る
と
遅
れ
が
あ
る
も
の

の
、
毎
年
着
実
に
導
入
が
進
ん
で
い
る

と
い
う
。 

　
建
設
業
で
は
電
子
商
取
引
の
業
界
標
準

規
格
で
あ
る
Ｃ
Ｉ
―

Ｎ
Ｅ
Ｔ
（
取
引
系
の

デ
ー
タ
交
換
）、
Ｃ
―

Ｃ
Ａ
Ｄ
Ｅ
Ｃ
（
Ｃ
Ａ

Ｄ
等
技
術
系
の
デ
ー
タ
交
換
）
の
普
及
が

進
め
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
を
用
い
た

生
産
高
度
化
の
実
証
実
験
に
つ
い
て
建
設

業
振
興
基
金
調
査
役
の
帆
足
弘
治
氏
、
コ

ン
ス
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン
・
イ
ー
シ
ー
・
ド
ッ

ト
コ
ム
の
櫻
井
曉
悟
部
長
が
概
要
と
事
例

を
そ
れ
ぞ
れ
報
告
し
た
。 

　
ま
た
、
続
く
講
演
で
は
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し

た
経
営
改
革
推
進
に
関
し
建
設
経
済
研
究

所
の
山
根
一
男
常
務
理
事
が
「
Ｉ
Ｔ
を
導

入
し
て
も
活
用
で
き
て
い
な
い
企
業
が
ま

だ
ま
だ
多
い
。
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
技
術
を
使

っ
て
現
場
の
企
業
連
携
を
進
め
る
一
方
、

徹
底
し
た
コ
ス
ト
管
理
お
よ
び
数
値
に
基

づ
い
た
経
営
が
求
め
ら
れ
る
」
と
強
調
。

後
者
の
考
え
方
は
「
経
営
コ
ッ
ク
ピ
ッ
ト
」

の
概
念
と
し
て
提
起
さ
れ
た
。 

　
業
界
特
性
に
立
脚
し
た
Ｉ
Ｔ
化
の
方
向

性
か
ら
導
入
支
援
ま
で
、総
合
的
な
Ｉ
Ｔ
活

用
情
報
が
提
示
さ
れ
る
説
明
会
と
な
っ
た
。 

企
業
間
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
と
 

数
値
に
基
づ
く
経
営
が
カ
ギ
 

▲建設業IT説明会　名古屋会場 
（2004年11月26日）の風景 

▼国土交通省総合政策局建設業課 
構造改善係長の山内洋志氏 

総合工事業者を中心に、100名を超える参加者が耳を傾けた 

「建設業の現状と今後の施策の方向性
について～中小・中堅建設業における
ITの活用～」 

国土交通省総合政策局建設業課 
「建設業の生産高度化のための実証実
験結果について（概要編）」 

（財）建設業振興基金 
「建設業の生産高度化のための実証実
験結果について（事例編）」 
「ＩＴを活用した現場の生産高度化につ
いて～「ｅ施工管理」のすすめ～」 

（財）建設経済研究所 
「ＩＴを活用したコスト管理の合理化につ
いて　～「経営コックピット」の構築を
目指して～」 　　（財）建設経済研究所 
「中小・中堅企業のＩＴ投資支援策につ
いて」 
経済産業省商務情報政策局情報処理振興課 
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・主催：国土交通省 
・事務局：財団法人建設業振興基金 
・開催地： 
福岡、大阪、名古屋、札幌、高松 

＜開催概要＞＜開催概要＞ ＜開催概要＞ 

＜建設業IT説明会　プログラム＞ ＜建設業IT説明会　プログラム＞ 
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建設業IT説明会 
来場者内訳（全会場平均） 

財団法人建設業振興
基金からは、CI-NET、
C-CADECなど建設
業の生産高度化のた
めの実証実験につい
ての報告が示された。
写真は建設業振興基
金・建設産業情報化
推進センター調査役
帆足弘治氏 

全
国
５
会
場
で
国
土
交
通
省
主
催
の
「
建
設
業
Ｉ
Ｔ
説
明
会
」
が
開
催
さ
れ
た
。
約

６
０
０
名
の
中
小
・
中
堅
建
設
業
者
が
参
加
し
た
各
会
場
で
は
、
電
子
商
取
引
の
業

界
標
準
規
格
や
現
場
の
生
産
高
度
化
な
ど
に
つ
い
て
報
告
さ
れ
た
。 
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設
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Ｔ
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会
 

生
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化

生
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が
焦
点
焦
点
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建
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Ｔ
説
明
会
 

生
産
高
度
化
が
焦
点
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建
設
業
レ
ポ
ー
ト
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